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基本目標 ２ 一人ひとりがささえの手を実感できるまち 

 

個別目標 ２－１ 高齢の方や障がいのある方への支援を充実する 

 

めざす成果 ２－１－１ 
高齢の方やその家族が、不安・負担を取り除くために 

必要な支援を受けられる 

加齢などにより、身体機能・認知機能に変化や低下が生じた場合でも、地域の中で安心した生活を送

るための必要な支援を利用できています。 

成果を計る 

主な指標 

介護を必要とする人が安心して暮らしていると思う市民の割合 

現状値(2016) 中間目標値(2021) 最終目標値(2024) 

49.4% 54.5% 57.4% 

介護サービス利用者の満足度の割合 

現状値(2016) 中間目標値(2021) 最終目標値(2024) 

68.1% 73.1% 76.1% 

認知症サポーターとなっている市民の割合 

現状値(2017) 中間目標値(2021) 最終目標値(2024) 

5.0% 10.0% 13.7% 

 

主な取組等 

○在宅医療・介護連携支援センターにおいて、在宅医

療と介護の一体的な提供を進めていきます。 

○認知症サポーター養成講座でサポーターを増やすと

ともに、さらに、認知症の人や家族の気持ち、地域

での活動例などについて学びを深め、地域で活動が

できるサポーターの育成を目指した認知症サポータ

ー育成ステップアップ講座を開催していきます。 

○高齢者見守り（緊急通報）システムの運用などを通

じて高齢の方の見守りを行うとともに、葬儀・納骨

等の生前契約の終活支援も行い、地域の中で安心し

て暮らすことのできる体制を強化します。 

〇おひとりさまの心身の健康に有益な外出促進や社会

とのつながりが持てるよう普及啓発します。 

○高齢の方をはじめ、地域の方々が気軽に立ち寄って、

交流も深まる地域の拠り処として、「ぷらっと」な

ど居場所の運営を行います。 

○事業者に対する支援、指導等を行い介護保険サービ

スの質の向上を図るとともに、介護人材の確保に取

り組みます。 

○サービス利用量を見極めながら、ニーズに対応した

介護保険施設等の整備を進めます。 

○適切な介護保険料を賦課、徴収し、必要な財源確保

に取り組むことで、事業を安定的に運営します。 

○要介護認定審査を適正、迅速に実施するとともに、

保険給付に関する適正化の取り組みを強化し、制度

の公平性、持続性を確保します。 

 

計画事業費 

（千円） 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

113,000 355,000 171,000 

 
一般財源 94,000 107,000 118,000 

特定財源 19,000 248,000 53,000 

担 当 部 健康福祉部 

・当該施策には、介護保険事業特別会計の事業が含まれています。 

・特別会計の事業費については、計画事業費に含んでおりません。 

・なお、一般会計から特別会計への繰出金は、11 ページをご参照ください。 

・特別会計と総合計画の施策体系との関係については、210 ページをご覧ください。 
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施策の展開  事務事業名 担当部 担当課 

2-1-1-1 

高齢の方にと

って安心でき

る生活環境を

整える 

 おひとりさま施策推進事業 健康福祉部 おひとりさま政策課 

 まごころ地域福祉センター運営事業 健康福祉部 人生１００年推進課 

 高齢者保健福祉計画運営管理事務 健康福祉部 人生１００年推進課 

 在宅介護支援センター事業 健康福祉部 人生１００年推進課 

 包括的支援事業（介護） 健康福祉部 人生１００年推進課 

 地域支援任意事業（長寿福祉関連）（介護） 健康福祉部 人生１００年推進課 

 介護予防・生活支援サービス事業(長寿福祉関連）（介護） 健康福祉部 人生１００年推進課 

 高齢者見守り事業 健康福祉部 人生１００年推進課 

 地域の相談所・居場所運営事業 健康福祉部 人生１００年推進課 

 認知症施策推進事業 健康福祉部 人生１００年推進課 

2-1-1-2 

利用者にとっ

て適正な介護

サービス等を

提供する 

 老人福祉施設運営支援事業 健康福祉部 人生１００年推進課 

 短期入所事業（高齢者） 健康福祉部 人生１００年推進課 

 施設入所等措置事業 健康福祉部 人生１００年推進課 

 高齢者・保健サービス審議会運営事業 健康福祉部 人生１００年推進課 

 在日外国人高齢者等福祉給付金助成事業 健康福祉部 人生１００年推進課 

 養護老人ホーム建替え支援事業 健康福祉部 人生１００年推進課 

 介護保険事業者指定・指導等事務（介護） 健康福祉部 介護保険課 

 老人福祉施設建設等支援事業 健康福祉部 介護保険課 

 地域支援任意事業（介護給付関連）（介護） 健康福祉部 介護保険課 

 介護保険利用者負担対策支援事業 健康福祉部 介護保険課 

2-1-1-3 

介護保険制度

の安定的な運

営を維持する 

 資格管理事業（介護） 健康福祉部 介護保険課 

 介護保険運営管理事務（介護） 健康福祉部 介護保険課 

 保険料賦課徴収事業（介護） 健康福祉部 介護保険課 

 要介護認定事業（介護） 健康福祉部 介護保険課 

 趣旨普及事業（介護） 健康福祉部 介護保険課 

 介護保険給付準備基金管理事務（介護） 健康福祉部 介護保険課 

 償還金管理事務（介護） 健康福祉部 介護保険課 

 保険給付事業（介護）（介護） 健康福祉部 介護保険課 

※（介護）は介護保険事業特別会計に該当する事業 
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2-1-1-1 高齢の方にとって安心できる生活環境を整える 

[主要な事務事業] 

事務事業名 おひとりさま施策推進事業 健康福祉部 おひとりさま政策課 

対  象 市内在住の高齢のひとり暮らしの方々など（夫婦、兄弟姉妹のみの世帯なども含む） 

目  的 
主に高齢のひとり暮らしの方々などが健康で安心して暮らせるよう、おひとりさま

施策の推進を図ります。 

事業概要 

協力葬祭事業者や司法書士等の専門家との連携により、葬儀・納骨・遺品整理など

に関する情報発信や本人からの相談受付、葬儀生前契約に関するサポート等を行い

ます。 

高齢のひとり暮らしの方々などが利用可能な支援、相談できる窓口等を掲載したガ

イドブックを配布します。 

おひとりさまに関する調査や分析、情報発信を行います。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･終活支援講演会等の開催 

･月ｲﾁ学園祭等の開催 

･終活ｸｲｽﾞ等の発行 

･おひとりさまに関する調

査等 

同左 

 

･おひとりさま支援講演会 

等の開催 

･出前講座、ｻﾛﾝ等の開催 

･終活ｸｲｽﾞ等の発行 

･おひとりさまｱﾝｹｰﾄ等の 

実施 

事業費（千円） 1,900 1,700 1,600 

 
一般財源 1,900 1,700 1,600 

特定財源 0 0 0 

 

事務事業名 包括的支援事業（介護特会） 健康福祉部 人生１００年推進課 

対  象 ６５歳以上の市民 

目  的 
高齢の方が住み慣れた地域で安心してその人らしい生活を送るため、心身の健康の

保持等の保健医療の向上及び福祉の増進を包括的に支援します。 

事業概要 

社会福祉法人への委託により、市内９か所に地域包括支援センターを設置し、総合

相談・支援、権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント等を実施します。 

在宅医療と介護の連携推進のために在宅医療・介護連携支援センターを設置します。 

各地域包括支援センターに設置した認知症地域支援推進員と連携し、認知症初期集

中支援、認知症カフェ、多職種協働研修等を実施し、支援の充実を図ります。 

地域包括支援センターの公正・中立な運営を確保するため地域包括支援センター運

営協議会を開催します。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･地域包括支援ｾﾝﾀｰ運営協

議会の開催 

･高齢者虐待防止 SOS ﾈｯﾄﾜ

ｰｸ連絡調整会議、地域ｹｱ

会議の開催 

･在宅医療・介護連携支援ｾ

ﾝﾀｰ事業の実施 

･認知症施策総合支援事業

の実施 

同左 同左 

事業費（千円） 306,000 318,000 323,000 
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事務事業名 地域支援任意事業（長寿福祉関連）（介護特会） 健康福祉部 人生１００年推進課 

対  象 要介護高年齢者等とその介護者 

目  的 
要介護高年齢者等及びその介護者に対して、介護負担の軽減を図り、より安心して

在宅生活が送れるように支援します。 

事業概要 

紙おむつ支給事業、はいかい高齢者等ＳＯＳネットワーク事業のほか、家族介護教

室、認知症相談・介護者交流会、家族介護慰労金支給事業、成年後見制度利用支援事

業、生活援助員派遣事業、認知症サポーター養成講座などを実施します。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･家族介護教室の開催 

･はいかい高齢者等 SOS ﾈｯ

ﾄﾜｰｸ事業、紙おむつ支給

事業、成年後見制度利用

支援事業、認知症ｻﾎﾟｰﾀｰ

事業、生活援助員派遣事

業実施 

･認知症相談・介護者交流

会の開催 

･家族介護慰労金の支給 

同左 ･家族介護教室の開催 

･はいかい高齢者等 SOS ﾈｯ

ﾄﾜｰｸ事業、成年後見制度

利用支援事業、認知症ｻﾎﾟ

ｰﾀｰ事業、生活援助員派遣

事業実施 

･認知症相談・介護者交流

会の開催 

･家族介護慰労金の支給 

事業費（千円） 21,700 23,000 20,800 

 

事務事業名 
介護予防・生活支援サービス事業（長寿福祉関連） 

（介護特会） 
健康福祉部 人生１００年推進課 

対  象 要支援認定者及び介護予防・日常生活支援総合事業対象者（要支援者等） 

目  的 
要支援者等に対して、要介護状態等となることの予防等を行い、一人ひとりが活動

的で生きがいのある生活を送ることができるようにします。 

事業概要 

保健医療の専門職等による通所型サービスＣ介護予防事業（運動機能向上・栄養改

善講座、心身機能向上講座、運動・口腔機能向上講座）及び訪問型サービスＣ（運動

機能向上、口腔機能向上、栄養改善）に加えて住民主体の通所型サービスＢを実施し

ます。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･訪問型ｻｰﾋﾞｽ事業、通所型

ｻｰﾋﾞｽ事業、介護予防ｹｱﾏ

ﾈｼﾞﾒﾝﾄ事業の実施 

同左 同左 

事業費（千円） 54,700 51,400 53,400 
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事務事業名 高齢者見守り事業 健康福祉部 人生１００年推進課 

対  象 市内在宅高年齢者 

目  的 在宅高年齢者の日常生活における不安を解消します。 

事業概要 

高齢者見守り(緊急通報)システムにより、相談や緊急時の対応を行います。 

声かけ訪問調査、在宅介護認定者調査を実施し、高年齢者の見守り支援に活用しま

す。また、介護予防アンケートを実施する年度については、当アンケート内に調査項

目を設定し、調査を行います。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･高齢者見守り(緊急通報)

ｼｽﾃﾑの設置及び管理 

･高齢者見守り(緊急通報)

ｼｽﾃﾑの設置及び管理 

･声かけ訪問調査 

･高齢者見守り(緊急通報)

ｼｽﾃﾑの設置及び管理 

･在宅介護保険認定者調査 

・要介護高年齢者等及び

その介護者に対して紙

おむつを支給 

事業費（千円） 18,800 20,300 23,300 

 
一般財源 18,800 20,300 23,300 

特定財源 0 0 0 

 

事務事業名 認知症施策推進事業 健康福祉部 人生１００年推進課 

対  象 大和市はいかい高齢者等ＳＯＳネットワークに登録している市民 

目  的 認知症の人やその家族が安心して暮らせる環境を整えます。 

事業概要 

はいかい高齢者等ＳＯＳネットワーク登録者を被保険者、保険契約者を大和市とし

て、個人賠償責任保険と傷害保険に加入します。 

認知症施策の推進に必要な認知症サポート医の確保のため、国が実施する認知症サ

ポート医研修受講費を負担します。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･はいかい高齢者個人賠償

責任保険等の加入 

･認知症ｻﾎﾟｰﾄ医養成研修

受講費の負担 

同左 同左 

事業費（千円） 1,500 1,600 1,800 

 
一般財源 1,500 1,600 1,800 

特定財源 0 0 0 

 

  



30 

2-1-1-2 利用者にとって適正な介護サービス等を提供する 

[主要な事務事業] 

事務事業名 介護保険事業者指定・指導等事務（介護特会） 健康福祉部 介護保険課 

対  象 事業者 

目  的 利用者が安心して介護保険サービスを受けることができる環境を整えます。 

事業概要 
介護保険事業者の集団指導、運営指導及び介護保険サービス審議会における審議内

容を踏まえ、介護給付等対象サービスの質の確保及び保険給付の適正化を図ります。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･地域密着型ｻｰﾋﾞｽ事業所

等の指定等 

･地域密着型ｻｰﾋﾞｽ事業所

等への集団指導、運営指

導 

･介護保険ｻｰﾋﾞｽ審議会の

開催 

同左 同左 

事業費（千円） 4,400 6,200 6,200 

 

事務事業名 老人福祉施設建設等支援事業 健康福祉部 介護保険課 

対  象 老人福祉施設等を開設する社会福祉法人やその他の事業者 

目  的 老人福祉施設等の整備を推進します。 

事業概要 老人福祉施設等の整備を行う法人等に建設費等の補助を行います。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･旅費 

･返還金 

 

･特別養護老人ホームの

整備に係る建設費の補

助 

同左 

事業費（千円） 2,200 86,200 47,300 

 
一般財源 0 900 2,000 

特定財源 2,200 85,300 45,300 
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事務事業名 地域支援任意事業（介護給付関連）（介護特会） 健康福祉部 介護保険課 

対  象 介護サービス利用者及びその家族、居宅介護支援事業所等 

目  的 
利用者が安心して介護サービスを利用できるように介護サービスの質を向上させま

す。 

事業概要 

介護保険事業の運営の安定化を図るため、給付費通知、ケアプラン点検、給付実績検

証事業を行います。 

併せて、地域における自立した日常生活の支援のために必要な事業として、介護サ

ービス相談員派遣事業、住宅改修支援事業、グループホーム家賃等助成事業を行い

ます。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･介護ｻｰﾋﾞｽ相談員の配置 

･住宅改修理由書作成の支

援 

･ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ家賃等の助成 

･ｹｱﾌﾟﾗﾝ、住宅改修等の点

検 

･給付費通知の送付 

･給付実績の検証(給付適

正化支援ｼｽﾃﾑ保守) 

同左 同左 

事業費（千円） 14,500 12,200 12,200 

 

2-1-1-3 介護保険制度の安定的な運営を維持する 

[主要な事務事業] 

事務事業名 保険料賦課徴収事業（介護特会） 健康福祉部 介護保険課 

対  象 第 1号被保険者 

目  的 介護保険制度運営財源の確保をします。 

事業概要 

介護保険事務処理システムによる保険料の賦課算定をします。 

保険料の徴収は年金からの天引き（特別徴収）又は納付書による個別納付（普通徴

収）等により行います。 

保険料未納者への督促・催告及び滞納整理の実施、延滞金の徴収を行います。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･納付通知書の作成、送付・

介護保険料の賦課算定・

介護保険料の決定通知及

び徴収 

･介護保険料未納者への督

促及び催告 

･介護保険料過誤納金の還

付充当 

･延滞金の徴収 

同左 同左 

事業費（千円） 17,400 17,900 17,600 
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事務事業名 要介護認定事業（介護特会） 健康福祉部 介護保険課 

対  象 
４０歳以上の市民（介護保険の被保険者に限る）のうち日常生活において介護や支

援が必要で、介護保険のサービス利用を希望する者 

目  的 
被保険者が介護保険のサービス（保険給付）を受ける要件を満たしているか確認を

行います。 

事業概要 

認定申請があった対象者の心身状況について訪問調査を行います。その調査結果と

主治医の意見書をもとに、保健・医療・福祉の学識経験者によって構成される介護認

定審査会において要介護度の審査判定を行います。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･介護認定審査会の開催 

･要介護認定調査の実施 

同左 同左 

事業費（千円） 211,000 180,000 179,000 
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基本目標 ２ 一人ひとりがささえの手を実感できるまち 

 

個別目標 ２－１ 高齢の方や障がいのある方への支援を充実する 

 

めざす成果 ２－１－２ 障がいのある方が地域の中で自立した生活を送っている 

障がいのある方の活動の場や社会参加の機会が地域にあり、自分らしく生き生きとした生活を送っ

ています。 

成果を計る 

主な指標 

障がい者の地域生活移行者数（累計） 

現状値(2017) 中間目標値(2021) 最終目標値(2024) 

0 人 15 人 26 人 

一般就労への移行者数 

現状値(2017) 中間目標値(2021) 最終目標値(2024) 

37 人 49 人 60 人 

就労移行支援事業の利用者数 

現状値(2017) 中間目標値(2021) 最終目標値(2024) 

81 人 129人 161人 

 

主な取組等 

○自ら財産管理を行うことが難しい障がい者の金銭管

理や手続面の支援を行うほか、必要に応じて成年後

見開始の申立を行うことにより、障がい者の権利擁

護を進めます。 

○障がい者に向けた福祉サービスについて、分かりや

すい情報提供に努めるほか、「なんでも・そうだん・

やまと」などにおいて、障がい者やその家族の相談

に応じ、支援していきます。 

○障がい等の自立支援の観点から、地域移行、地域生

活の継続の支援、心身状態に応じた就労支援といっ

た課題に対応できるサービスの提供体制の整備を進

めます。 

○より多くの人に障がいに対する理解が浸透し、障が

い者が日々の暮らしや社会生活を円滑に送れるよ

うに、周知啓発活動を進めます。 

○障がい者の自立した生活を支え、抱える課題の解決

や適切なサービス利用のため、相談支援事業所によ

るサービス等利用計画の作成を進めるとともに、各

支援事業所を統括する基幹相談支援センターの機

能充実に取り組みます。 

○障害者虐待防止センターにおいて、障がい者に対す

る虐待の通報などを 24時間体制で受け付けます。 

 

計画事業費 

（千円） 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

5,883,000 6,033,000 6,403,000 

 
一般財源 1,934,000 2,000,000 2,055,000 

特定財源 3,949,000 4,033,000 4,348,000 

担 当 部 健康福祉部 
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施策の展開  事務事業名 担当部 担当課 

2-1-2-1 

障がいのある方

が地域で生活す

るためのサービ

スを提供する 

 コミュニケーション支援事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 地域福祉権利擁護支援事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 自立支援給付事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 地域生活支援事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 通所訓練費支給事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 障がい者福祉計画策定・進行管理事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 精神障がい者相談（訪問）普及啓発事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 障がい者社会参加促進事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 障害者団体等支援事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 障がい福祉施設建設費償還支援事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 移動制約者移送サービス事業（協働事業） 健康福祉部 障がい福祉課 

 松風園運営事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 障害者自立支援センター運営事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 障害者総合支援法市審査会運営事務 健康福祉部 障がい福祉課 

 在宅重度障がい者サポート事業 健康福祉部 障がい福祉課 

2-1-2-2 

障がいのある方

が経済的に安定

した生活を送る

ことができるよ

う支援する 

 市障害者福祉手当支給事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 特別障害者手当等支給事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 心身障害者医療費助成事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 自立支援医療等給付事業 健康福祉部 障がい福祉課 

 

2-1-2-1 障がいのある方が地域で生活するためのサービスを提供する 

[主要な事務事業] 

事務事業名 自立支援給付事業 健康福祉部 障がい福祉課 

対  象 
障がい者及び難病患者等のうち、日常生活において支援が必要であり、自立支援給

付の利用を希望する者 

目  的 
障がい者及び難病患者等が、日常生活及び社会生活を営むために、必要な支援を受

けることができるようにします。 

事業概要 障がい者及び難病患者等からの申請を受け、自立支援給付費を支給します。 

主要な取り組み 
2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･給付費の支給 同左 同左 

事業費（千円） 4,317,000 4,460,000 4,770,000 

 
一般財源 1,093,000 1,131,000 1,179,000 

特定財源 3,224,000 3,329,000 3,591,000 
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事務事業名 地域生活支援事業 健康福祉部 障がい福祉課 

対  象 障がい者・難病患者等及び福祉施設を運営する事業者等 

目  的 
障がい者及び難病患者等が、利用者の個々の状況に応じ、地域の実態に沿った支援

を受け、地域生活を営むことができるようにします。 

事業概要 
障がい者及び難病患者等、または福祉施設を運営する事業者等から申請を受け、市

もしくは委託した団体等がその事業を実施します。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･障がい特性や生活環境に

応じた支援の実施 

同左 同左 

事業費（千円） 196,000 205,000 209,000 

 
一般財源 123,000 138,000 141,000 

特定財源 73,000 67,000 68,000 

 

事務事業名 移動制約者移送サービス事業（協働事業） 健康福祉部 障がい福祉課 

対  象 移動に制約のある高齢者や障がい児者 

目  的 移動に制約のある高齢者や障がい児者の外出を支援します。 

事業概要 
協働事業者の福祉車両の維持経費の一部を負担や、福祉車両の駐車スペースの確保、

事業の広報を行います。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･協働事業者へ負担金を交

付 

同左 同左 

事業費（千円） 400 400 400 

 
一般財源 400 400 400 

特定財源 0 0 0 
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基本目標 ２ 一人ひとりがささえの手を実感できるまち 

 

個別目標 ２－２ 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する 

 

めざす成果 ２－２－１ 
地域の温かい支えとともに人生を安心して送ることが 

できている 

福祉の担い手が増えるなど、地域福祉が浸透し、いくつになっても、単身者でも安心して人生を送る

ことができています。 

成果を計る 

主な指標 

地域に支え合う人のつながりがあると思う市民の割合 

現状値(2016) 中間目標値(2021) 最終目標値(2024) 

43.9% 48.5% 50.0% 

民生委員・児童委員充足率 

現状値(2018) 中間目標値(2021) 最終目標値(2024) 

99.3% 100.0% 100.0% 

協議体の設置数（累計） 

現状値(2017) 中間目標値(2021) 最終目標値(2024) 

4 箇所 7 箇所 9 箇所 

 

主な取組等 

○（社福）大和市社会福祉協議会などとの連携により、

地域福祉の担い手となるボランティアの育成に努め

ます。 

○地域における民生委員・児童委員の円滑な活動体制

を支援します。 

○地域福祉計画に基づき、福祉に関心を持つ市民を増

やす取り組み等を行い、つながりを生み出す地域づ

くりを推進します。 

 

計画事業費 

（千円） 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

403,000 433,000 502,000 

 
一般財源 359,000 402,000 425,000 

特定財源 44,000 31,000 77,000 

担 当 部 健康福祉部 

 

施策の展開  事務事業名 担当部 担当課 

2-2-1-1 

地域の中での福

祉活動を活発に

する 

 民生委員児童委員活動支援事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 社会福祉協議会運営支援事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 保護観察制度支援事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 大和市社会を明るくする運動推進支援事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 大和市福祉推進委員会支援事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 大和市更生保護女性会事務局事務 健康福祉部 健康福祉総務課 
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施策の展開  事務事業名 担当部 担当課 

2-2-1-1 

地域の中での福

祉活動を活発に

する 

 福祉有償運送支援事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 ホール運営事務 健康福祉部 健康福祉総務課 

 成年後見制度利用促進事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

2-2-1-2 

地域の実情に合

った的確な福祉

施策を推進する 

 保健福祉基金管理事務 健康福祉部 健康福祉総務課 

 地域福祉計画推進事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 社会福祉審議会運営事務 健康福祉部 健康福祉総務課 

 保健福祉センター施設維持管理事務 健康福祉部 健康福祉総務課 

 保健福祉センター施設改修事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 社会福祉法人認可等事務 健康福祉部 健康福祉総務課 

 墓地等経営許可事業 健康福祉部 医療健診課 

 広域大和斎場組合負担事務 健康福祉部 医療健診課 

2-2-1-3 

戦争被害者や災

害の被災者など

への福祉を増進

する 

 遺族会支援事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 戦没者等遺族支援事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 戦没者追悼式開催事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 日本赤十字社大和市地区連携事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 

2-2-1-1 地域の中での福祉活動を活発にする 

[主要な事務事業] 

事務事業名 民生委員児童委員活動支援事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

対  象 
交付先：民生委員・児童委員 

交付先：大和市民生委員児童委員協議会 

目  的 
市民の地域における相談相手・支援者として、民生委員・児童委員活動の円滑な推進

体制を確保します。 

事業概要 

民生委員法に基づき、推薦会を開催し民生委員・児童委員の委嘱を行います。 

市・地区民生委員児童委員協議会の事務局として庶務を行います。 

民生委員・児童委員の資質の向上を目的に研修会や情報交換会を行います。 

民生委員児童委員協議会の円滑な運営を図るために活動費の助成を行います。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･大和市民生委員児童委 

員協議会に対する補助金

の交付 

･民生委員児童委員の委嘱 

･研修会等の開催 

同左 同左 

事業費（千円） 36,900 36,600 36,600 

 
一般財源 18,200 17,900 17,900 

特定財源 18,700 18,700 18,700 
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事務事業名 社会福祉協議会運営支援事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

対  象 交付先：大和市社会福祉協議会 

目  的 社会福祉協議会の健全育成を支援し、地域社会の福祉活動の活性化を図ります。 

事業概要 運営についての助言、指導、補助金の交付を行います。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･社会福祉協議会の運営費

等の一部を助成 

同左 同左 

事業費（千円） 100,000 108,000 108,000 

 
一般財源 97,600 106,000 106,000 

特定財源 2,400 2,000 2,000 
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基本目標 ２ 一人ひとりがささえの手を実感できるまち 

 

個別目標 ２－２ 助け合い、共に生きる福祉のしくみづくりを推進する 

 

めざす成果 ２－２－２ 社会保障のしくみが安定的に維持されている 

市民の健やかで安心できる生活を支える生活保護制度や国民健康保険制度などが適切に運営されて

います。 

成果を計る 

主な指標 

国民健康保険制度における１人当たりの医療費の伸び率（対前年度） 

現状値(2016) 中間目標値(2021) 最終目標値(2024) 

2.0% 2.0% 2.0% 

保護受給世帯のうち、働ける世帯（その他世帯）の割合 

現状値(2017) 中間目標値(2021) 最終目標値(2024) 

12.5% 11.0% 10.0% 

 

主な取組等 

○国民健康保険における医療費の適正化に向け、レセ

プト及び療養費請求書の点検体制を充実するととも

に、被保険者の資格管理を徹底します。 

○ハローワークと密接に連携し、生活保護世帯におけ

る稼働年齢層の早期就労を支援します。 

○就労支援員が受給者に寄り添いながら、本人に適し

た就職ができるよう支援していきます。 

○離職者への住宅費の支給を通じて、就労機会の確保

を支援します。 

 

計画事業費 

（千円） 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

11,383,000 9,416,000 9,204,000 

 
一般財源 3,817,000 3,504,000 3,749,000 

特定財源 7,566,000 5,912,000 5,455,000 

担 当 部 市民経済部、健康福祉部 

・当該施策には、国民健康保険事業特別会計、後期高齢者医療事業特別会計の事業が含まれています。 

・特別会計の事業費については、計画事業費に含んでおりません。 

・なお、一般会計から特別会計への繰出金は次のとおり見込んでいます。 

・国民健康保険事業特別会計における一般会計から特別会計への繰出金は、11ページをご参照ください。 

会  計  名 

（千円） 
2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

後期高齢者医療事業特別会計 518,000 519,000 539,000 

・特別会計と総合計画の施策体系との関係については、210 ページをご覧ください。 
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施策の展開  事務事業名 担当部 担当課 

2-2-2-1 

国民健康保険

制度などを安

定的に運営す

る 

 

 国保組合支援事業 市民経済部 保険年金課 

 被保険者資格管理事業（国保） 市民経済部 保険年金課 

 国民健康保険団体連合会負担事務（国保） 市民経済部 保険年金課 

 賦課徴収事業（国保） 市民経済部 保険年金課 

 収納率向上対策事業（国保） 市民経済部 保険年金課 

 事業運営適正化事業（国保） 市民経済部 保険年金課 

 国民健康保険制度ＰＲ事業（国保） 市民経済部 保険年金課 

 診療報酬等支払準備基金管理事務（国保） 市民経済部 保険年金課 

 直営診療施設勘定繰出金（国保） 市民経済部 保険年金課 

 保険給付事業（国保）（国保） 市民経済部 保険年金課 

 後期高齢者医療制度運営管理事務（後期） 市民経済部 保険年金課 

 後期高齢者医療保険料徴収事業（後期） 市民経済部 保険年金課 

 後期高齢者医療広域連合納付金事務（後期） 市民経済部 保険年金課 

 後期高齢者医療広域連合負担金事務 市民経済部 保険年金課 

 後期高齢者医療保険料還付金（後期） 市民経済部 保険年金課 

 後期高齢者医療保険料還付加算金（後期） 市民経済部 保険年金課 

 一般被保険者高額介護合算療養費支給事業（国保） 市民経済部 保険年金課 

 退職被保険者等高額介護合算療養費支給事業（国保） 市民経済部 保険年金課 

 その他共同事業拠出事務（国保） 市民経済部 保険年金課 

 一般被保険者医療給付費分納付事務（国保） 市民経済部 保険年金課 

 退職被保険者等医療給付費分納付事務（国保） 市民経済部 保険年金課 

 一般被保険者後期高齢者支援金等分納付事務（国保） 市民経済部 保険年金課 

 退職被保険者等後期高齢者支援金等分納付事務（国保） 市民経済部 保険年金課 

 保険給付費等交付金申請事務（国保） 市民経済部 保険年金課 

 介護納付金分納付事務（国保） 市民経済部 保険年金課 

2-2-2-2 

国民年金制度

を安定的に運

営する 

 国民年金事務 市民経済部 保険年金課 

    

    

2-2-2-3 

生活保護制度

などを安定的

に運営する 

 中国残留邦人等支援事業 健康福祉部 健康福祉総務課 

 行旅病人及び死亡人取扱等事務 健康福祉部 生活援護課 

 生活保護事業 健康福祉部 生活援護課 

 無縁納骨堂維持管理事業 健康福祉部 生活援護課 

 生活困窮者自立支援事業 健康福祉部 生活援護課 
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2-2-2-1 国民健康保険制度などを安定的に運営する 

[主要な事務事業] 

事務事業名 賦課徴収事業（国保会計） 市民経済部 保険年金課 

対  象 大和市の国民健康保険被保険者 

目  的 国民健康保険税の適正な賦課と徴収を図ります。 

事業概要 
大和市の被保険者に対し、国民健康保険事業に要する費用に充てるため、所得状況

に応じた課税を行い、納税通知書を送付します。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･納税通知書の作成、送付 

･社会保険料控除の参考資

料の送付 

同左 同左 

事業費（千円） 13,000 14,000 14,000 

 

2-2-2-3 生活保護制度などを安定的に運営する 

[主要な事務事業] 

事務事業名 生活保護事業 健康福祉部 生活援護課 

対  象 生活保護法による被保護者 

目  的 
生活困窮者の最低限度の生活を保障するとともに、自立の助長を目的として扶助を

行います。 

事業概要 

被保護者の困窮の程度に応じ、生活扶助、教育扶助、住宅扶助、医療扶助、介護扶助、

出産扶助、生業扶助、葬祭扶助からなる扶助を現物及び金銭にて給付します。 

稼働能力のある被保護者に対し、就労支援員による就労支援を行います。 

全ての被保護者に対し、保健師、管理栄養士による健康管理支援を行います。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･被保護者の困窮の程度 

に応じた生活扶助、医療

扶助等の給付 

･稼動能力のある被保護者

に対する自立に向けた就

労支援 

同左 同左 

事業費（千円） 6,964,000 6,566,000 7,018,000 

 
一般財源 1,799,000 1,504,000 1,607,000 

特定財源 5,165,000 5,062,000 5,411,000 
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事務事業名 生活困窮者自立支援事業 健康福祉部 生活援護課 

対  象 
現在生活保護を受給していないが、生活保護に至る可能性のある者で、自立が見込

まれる者 

目  的 
経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるおそれのある者の

相談に応じ、本人の状況に合わせた支援を行うことで、自立促進を図ります。 

事業概要 

主任相談支援員等による就労その他の自立に関する相談支援を行います。 

庁内連絡会を実施して他課との連携や、情報の共有を図ります。 

離職及び就業機会の減少に伴う減収により住宅を失うおそれのある生活困窮者等に

対し、住居確保給付金を支給します。 

主要な取り組み 

2022（R4）年度 2023（R5）年度 2024（R6）年度 

･住居確保給付金の支給 

･就労その他の自立に関す

る相談支援 

･住居のない生活困窮者へ

の宿泊場所や食事の提供 

同左 同左 

事業費（千円） 58,200 37,600 29,000 

 
一般財源 20,600 10,000 7,800 

特定財源 37,600  27,600 21,200 

 

 


